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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

01 環境保全

01
猪名川をはじめ、より豊
かな環境を保全し、次
世代へ継承します。

合計

53,816千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

89.3 88.1 88.2 86.4 89.7 93.5

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

86.2 102.7 97.6 101.6 98.8 96.2

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

0.045 0.043 0.043 0.036 0.036 0.050

実績値
トレンド

H22

1

指標値
（％）

環境に配慮した行動を心がけて
いる市民の割合

定義／方向性

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

分野

トレンド

31,716千円 35,165千円 39,017千円

２３年度

市民生活部　環境創造課

市民実感調査より／高める

53,816千円

施策

目標

コスト
合計

H20 H21

【施策評価指標】

【事業・コスト一覧】

環境啓発推進事業

事業名

159,714千円

評価指標

自動車排出ガス（二酸化窒素）
濃度

3

指標値
（ppm）

2
ノーマイカーデー実施に伴うマ
イカー利用率

35,480千円 18,336千円 0千円

所　管
事業費 職員人件費 公債費

過去と比較すると向上している。ここ数年は頭打ち
か悪化傾向であったが、昨年の東日本大震災を契
機に環境問題に関心が高まったことから、向上した。
引き続き節電等の要請がなされており、環境配慮行
動への高まりが期待でき、ほぼ目標を達成するもの
と考えている。

市民生活部　市民環境室　環境創造課

評価指標
実績値

定義／方向性

所　管

評価指標
実績値

指標値
（％）

所　管

トレンド

本市交通量調査より／下げる

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

年によりばらつきがおおきい。効果の高い啓発手段
がなく、達成は微妙である。

市民生活部　市民環境室　環境創造課

加茂大気測定局における二酸化窒素の日平均値の
平均98％値（環境基準値：0.06ppm以下）／下げる

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

ずっと改善傾向にある中で、過去２～４年は横ばい
傾向にあったが、昨年度はさらに改善した。今後、悪
化する要因がないことから、目標は達成する見込み
である。

市民生活部　市民環境室　環境創造課所　管

定義／方向性

75%

80%

85%

90%

95%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

環境に配慮した行動を心がけている

市民の割合

80%

85%

90%

95%

100%

105%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

ノーマイカーデー実施に伴う

マイカー利用率

0.02ppm

0.03ppm

0.04ppm

0.05ppm

0.06ppm

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

自動車排出ガス（二酸化窒素）濃度
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

01 環境保全

02
静かで美しく、暮らしや
すいまちをつくります。

合計

49,961千円

6,417千円

105,923千円

16,987千円

97,155千円

5,586千円

91,816千円

13,784千円

3,036千円

1,194,534千円

20,981千円

14,457千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

75 75 74 74 73 70

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

1.3 1.1 0.6 0.7 0.6 1.3

※H21以降は2mg/ｌ以下

２３年度

事業費 職員人件費

H20 H21 H22

1,573,981千円 1,501,662千円 1,620,888千円

美化推進部　美化業務課畜犬登録及び猫の引き取り事業

定義／方向性

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

2,749千円 3,668千円

1,620,637千円

事業名 所　管

美化推進部　美化業務課

環境監視事業 市民生活部　環境創造課

公債費

斎場管理運営事業

美化推進部　美化業務課環境衛生推進事業 15,121千円 34,840千円 0千円

分野

施策

目標

【事業・コスト一覧】

コスト
合計

6,317,168千円

美化推進部　美化業務課

美化推進部　美化業務課

0千円

69,251千円 36,672千円 0千円

4,151千円 12,836千円 0千円

5,586千円

都市整備部　道路管理課

し尿収集事業

市民トイレ管理事業

市道等不法投棄処理事業

91,816千円 0千円 0千円

4,616千円 9,168千円 0千円

騒音環境対策事業

下水道事業会計負担金及び補助金

阪神高速道路周辺環境監視事業

都市整備部　空港対策課

都市整備部　空港対策課

都市整備部　道路整備課

総合政策部　財政室1,091,473千円 0千円

0千円

猪名川水系における水質測定
値（BOD値）

航空機騒音測定値

評価指標

所　管

0千円

60,483千円 36,672千円 0千円

0千円 0千円3,036千円

0千円

実績値

【施策評価指標】

実績値

1

指標値
（WECPNL)

定義／方向性

評価指標

久代小学校における加重等価平均感覚騒音レベル
（W値）（環境基準値：70WECPNL）/下げる

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

共同利用施設管理運営事業

清掃総務管理事業 美化推進部　リサイクル推進課

トレンド

11,813千円 9,168千円

14,457千円 0千円

103,061千円

騒音測定値は下降傾向にあるが、平成２４年度の大
阪国際空港民営化後、騒音測定値増に繋がるような
運用がなされないよう注視する必要がある。

都市整備部　まちづくり推進室　空港対策課

過去３年間は、1.0mg/l以下であり、すでに目標を達
成している。今後、年により多少のばらつきは考えら
れるが、大幅に悪化する要因はないため、目標は達
成する見込みである。

トレンド

市民生活部　市民環境室　環境創造課

2

所　管

指標値
（mg/l）

多田浄水場取水点における生物化学的酸素要求量
（BOD）の年間75%値（環境基準値：3mg/l以下※）／
維持する

70WECPNL

75WECPNL

80WECPNL

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

航空機騒音測定値

0.5mg/l

1.0mg/l

1.5mg/l

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

猪名川水系における水質測定値

（BOD値）
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施策別　行政サービス成果表
目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

97.7 98.2 98.4 98.5 98.6 100.0

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

60.6 65.6 66.5 67.5 67.9 62.4

3

所　管

定義／方向性

歩道や道路がきれいだと感じて
いる市民の割合

水洗化の普及率

4

指標値
（％）

定義／方向性

評価指標

評価指標
実績値

トレンド

水洗化人口÷行政区域人口／高める

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

水洗化のために必要な地権者の同意等、数多くの
問題が山積しており、普及率の向上は微増となって
いる。目標達成のため未水洗化区域への啓発を図
る。

上下水道局　水道技術室　給排水設備課

指標値
（％）

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

平成１９年度に目標値を達成しており、その後も増加
傾向にあることから、今後も地域団体の協力を得な
がら不法投棄処理事業などによる効果が期待でき
る。

都市整備部　土木・住宅管理室　道路管理課所　管

実績値
トレンド

市民実感調査より／高める

95%

96%

97%

98%

99%

100%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

水洗化の普及率

45%

50%

55%

60%

65%

70%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

歩道や道路がきれいだと感じている

市民の割合
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

02 省資源・リサイクル

01
ごみの排出を抑制しま
す。

合計

63,314千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

1,008 978 933 928 928 934

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

733 716 636 634 641 652

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

24.1 24.0 25.7 25.2 24.5 25.0

事業名
職員人件費

２３年度

年間可燃ごみ排出量÷365日÷年度末人口／減らす

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

年間ごみ総排出量÷365日÷年度末人口／減らす

所　管

美化推進部　リサイクル推進課

公債費

63,314千円

分野

施策

目標

【事業・コスト一覧】

コスト
合計

254,314千円

H20

63,741千円

評価指標

所　管

定義／方向性

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

指標値
（％）

定義／方向性

指標値
（ｇ）

所　管

3

ごみ減量化とリサイクル推進事業 35,810千円

H21 H22

18年度以降、減少傾向をたどり、平成21年度に目標
を達成した。その要因として、新分別区分の開始（21
年度）により、ごみの減量や分別への市民意識が高
まったことによると推測される。しかし、22年度以降
は横ばいの傾向となっている。

美化推進部　美化推進室　リサイクル推進課

事業費

所　管

68,648千円 58,611千円

１人１日あたりのごみ排出量

定義／方向性

【施策評価指標】

1

指標値
（ｇ）

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

評価指標 トレンド

減少傾向をたどってきたが、平成21年度に目標を達
成した。その要因として、新分別区分の開始（21年
度）により、ごみの減量や分別への市民意識が高
まったことによると推測される。しかし、23年度には
微増しているため、燃やすごみに含まれる資源物の
分別や減量を促進し、更なる減量化を図る。

美化推進部　美化推進室　リサイクル推進課

2
1人１日あたりの可燃ごみ排出
量

実績値

ごみのリサイクル率

評価指標

27,504千円

実績値

トレンド

資源化量÷ごみ総排出量／高める

平成18年度に増加してから横ばいの傾向となり、新
分別区分を開始した21年度に目標値を上回ったが、
22年度以降は再び減少傾向にある。リサイクル率の
低下の要因としては、リサイクル量の約４割を占め
る、新聞の回収量が19年度をピークに減少している
ことをはじめ、資源物の排出量が総体的に減少傾向
にあることがあげられる。今後においては、燃やすご
みに含まれる資源物の分別促進を図り、リサイクル
率の向上を目指す。

美化推進部　美化推進室　リサイクル推進課

0千円

実績値
トレンド

900g

950g

1,000g

1,050g

1,100g

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

１人１日あたりのごみ排出量

600g

650g

700g

750g

800g

850g

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

1人１日あたりの可燃ごみ排出量

10%

15%

20%

25%

30%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

ごみのリサイクル率
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

02 省資源・リサイクル

02
ごみを適切に処理しま
す。

合計

1,731,034千円

7,623千円

1,338,262千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

73.9 77.1 76.2 81.1 83.3 80.0

分野

目標

所　管

分別収集事業

H20 H21 H22

3,326,087千円

最終処分対策事業

施策

美化推進部　リサイクル推進課

美化推進部　美化業務課

【事業・コスト一覧】

広域ごみ処理施設管理運営事業

事業名

2,780,420千円 2,883,021千円

1,493,407千円

コスト
合計

【施策評価指標】

所　管

トレンド

市民実感調査より／高める定義／方向性

1

指標値
（％）

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

平成21年度から新しい分別収集方法になり3年が経
過し、市民の皆様に一定のご理解をいただいたと考
える。
市民実感調査で目標値を超える評価をいただいた
が、今後もこの評価を維持したい。

764,620千円 17,066千円

12,066,447千円3,076,919千円

２３年度

事業費 職員人件費 公債費

美化推進部　美化業務課

美化推進部　美化推進室　美化業務課

実績値
評価指標

ごみ収集・処分に対する満足度

119,184千円 118,443千円

4,838千円 0千円 2,785千円

556,576千円

70%

75%

80%

85%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

ごみ収集・処分に対する満足度
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

03 公園・みどり

01
公園を利用しやすくしま
す。

合計

62,214千円

333,368千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

17.1 14.8 14.4 15.0 19.5 19.0

53,046千円 9,168千円

260,811千円 273,465千円 244,350千円

事業費 職員人件費 公債費
所　管

２３年度
事業名

公園改良事業

分野

目標

施策

H20 H21 H22

1

指標値
（％）

定義／方向性

所　管

都市整備部　公園緑地課

コスト
合計

1,174,208千円395,582千円

【事業・コスト一覧】

市民実感調査より／高める

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

公園を満足して利用している市
民の割合

平成19年以降減少が続いていたが、平成22年以降
で若干増加しているが、40代の満足度の低さと校区
による満足度が違っている。今後、地域と協議しなが
ら利用実態に合った整備を行い目標値の達成を目
指します。

都市整備部　土木・住宅管理室　公園緑地課

評価指標

公園維持管理事業

実績値
トレンド

【施策評価指標】

都市整備部　公園緑地課31,172千円 148,142千円154,054千円

5%

10%

15%

20%

25%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

公園を満足して利用している市民の割合
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

03 公園・みどり

02
まちなかの緑を育てま
す。

合計

36,869千円

65,324千円

33,333千円

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

75.0 73.5 75.6 77.4 78.1 75.0

都市整備部　公園緑地課0千円

都市整備部　公園緑地課

都市整備部　公園緑地課

２３年度

14,997千円 18,336千円

18,533千円 18,336千円

分野

目標

【事業・コスト一覧】

144,320千円 150,391千円 136,373千円 566,610千円

施策

135,526千円

緑化推進事業

事業名
職員人件費 公債費

所　管

トレンド

【施策評価指標】

緑地維持管理事業

18,336千円 0千円

緑が豊かなまちだと感じている
市民の割合

評価指標

H20 H21 H22

事業費

コスト
合計

所　管

0千円

46,988千円街路樹維持管理事業

定義／方向性

実績値

1

市民実感調査より／高める

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

平成20年で減少したものの、おおむね増加傾向にあ
る。70代以上及び川西北校区での満足度が低いた
め今後、目標値の達成を目指します。

都市整備部　土木・住宅管理室　公園緑地課

指標値
（％）

65%

70%

75%

80%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

緑が豊かなまちだと感じている

市民の割合
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施策別　行政サービス成果表
03環境共生 H23 H24 合　計

04 上水道

01
水供給の安定性を高め
るとともに、健全な事業
経営に努めます。

合計

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

67.4 71.8 72.1 73.1 77.1 70.0

目標値

H19 H20 H21 H22 H23 H24

95.6 96.1 95.3 94.3 94.1 96.0

H22

２３年度

事業費 職員人件費 公債費

分野

施策

目標

【事業・コスト一覧】

コスト
合計

H20 H21

2

指標値
（％）

定義／方向性

所　管

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

定義／方向性

所　管

指標値
（％）

トレンド

1
安全な水道水を安定的に送り続けるため、水質監視
に努め、施設の耐震化を継続的に実施している。目
標値の更なるアップのため、企業努力を図る。

上下水道局　経営企画室　経営企画課

評価指標
実績値

有収水量÷配水量／高める

実績値の傾
向分析と目
標値達成の
見通し
（記載者
担当部長）

発見困難な微量漏水が発生しており、有収率が減率
となっている。漏水防止作業により目標達成を図る。

上下水道局　水道技術室　水道技術課

実績値
トレンド

市民実感調査より／高める

評価指標

事業名

浄水場から配水した水量に対す
る、水道料金に結びついた水量
の割合

川西の水が安心して飲めると感
じている市民の割合

【施策評価指標】

所　管

60%

65%

70%

75%

80%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

川西の水が安心して飲めると感じている

市民の割合

90%

95%

100%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

浄水場から配水した水量に対する、

水道料金に結びついた水量の割合
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

事業別行政サービス成果表

事業名 環境啓発推進事業 決算書頁 262

施策目標 ０１　猪名川をはじめ、より豊かな環境を保全し、次世代へ継承します。

所管部・課 市民生活部　環境創造課 作成者 参事　井上　功

環境負荷の低減と地球温暖化防止への取り組みの推進

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

一般財源 28,324

13,690

職員人件費 18,336 27,804 △ 9,468 地方債

総 事 業 費 53,816 39,017 14,799 28,817 △ 493

内
　
訳

事業費 35,480 11,213 24,267 国県支出金 23,890 10,200

1,602

再任用職員数（人） 0

公債費 0 特定財源（都市計画税）

0

0

参考
職員数（人） 2 3 △ 1 特定財源（その他） 1,602

<細事業１> 環境保全啓発事業 細事業事業費

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民、マイカー所有者、路上喫煙者

　市民が環境に関心を持ち、環境に配慮した行動を心がけるよう、さまざまな環境の啓発活動を行う。

　主な啓発活動としては、桜の開花観察、ライトダウンキャンペーン、ノーマイカーデーの呼びかけのほか、平
成２０年９月に制定した「路上喫煙・ポイ捨ての防止に関する要綱」に基づき防止モデル区域等で路上喫煙・ポ
イ捨ての防止などを行った。また、環境市民会議の開催方法を模索して、環境保護団体に所属している市民と
の懇談会を持った。
　さらに、１９年度からスタートした環境基本計画に基づき、市民の環境配慮への活動報告の紹介などを行っ
た。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）概要

35,480
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５．事業の成果

・ノーマイカーデー実施に伴うマイカー利用率（５月・１２月実施分）
「ノーマイカーデー（５月２０日、１２月２０日）のマイカー交通量」／「ノーマイカーデー１週間前（５月１３日、１２月１３日）のマイカー交通量」

・桜開花観察 （観察員に団体も含む）

桜の開花観察を通じて地球温暖化を実感する取り組みを進めている。

観察員からは、観察木の写真提供があった。

・路上喫煙者の割合（路上喫煙・ポイ捨て防止モデル区域内）：路上喫煙者数／全通行者数

・環境に配慮した行動を心がけている市民の割合

市民実感調査の結果は、ほぼ横ばいが続いている。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

101.6% 98.8%97.1% 86.2% 102.7% 97.6%

　ノーマイカーデーの啓発活動は、阪神７市で統一して行うほか、市内路線の阪急バス車両に啓発用バスマスクを
設置したりして周知を図り、環境への関心を高めるよう努めた。

H18 H19 H20 H21 H22 H23

H18 H19 H20 H21 H22 H23

実績値

H22,11,2 H23,6,1 H23,11,1

観察員数 86 89 89 86 83

H21,6,2 H2１,11,5 H22,6,2

0.06% 0.01%

割合

有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

ふるさと雇用再生事業制度を利用した路上喫煙ポイ捨て防止の啓発については、効果は認められるが経費が
嵩んだ。その他、ノーマイカーデーの呼びかけなど、行政からの一方的情報発信には効果に限界があり、工夫
が必要である。

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

施策目標としては、非常に重要であるが、市単独の施策では、
効果が発揮されにくい。今後は、市民・事業者と協働作業が必要
と考える。

施策目標の達成度を測る適切な指標を考慮する必要がある。ま
た、協働を実現するため、まず、自然保護活動団体や個人にアプ
ローチし、ニーズ等を踏まえて、信頼関係を醸成し、協働を実現し
ていく必要がある。

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

79

0.05%

　平成２０年１０月１日から「川西市路上喫煙・ポイ捨ての防止に関する要綱」を施行し、23年度も引き続き喫煙
マナーと美化意識の向上についての啓発活動を行った。

路上喫煙者の割合 0.26% 0.10% 0.06%

（単位：人）

（単位：％）

89.3 88.1 88.2 86.4 89.7

Ｈ１９ Ｈ２０
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

　感染症予防のため、通年にわたり、地域巡回による蚊、ハエ、ゴキブリ等の

衛生害虫、ネズミの駆除業務（定期薬剤散布等）を実施した。また宅地内の軽

易な箇所の蜂の巣を駆除した。

〈４月～１１月末、３月初旬～３月末〉公共用水路・側溝・会所等に生息する蚊、

ハエの幼虫を駆除

〈１２月～３月初旬〉公共下水道マンホール内に生息するゴキブリ、チョウバエ、

ネズミを駆除

〈４月～１１月中旬〉宅地内に営巣するアシナガバチ、スズメバチなどを駆除

　健康で明るく住みよい生活環境づくりに寄与するため、小学校区毎に結成さ

れたコミュニティの代表者により組織された「川西市環境衛生推進協議会」に

補助金を交付し、空き宅地の除草指導、犬のふん公害、ごみのポイ捨て禁止

等のマナー啓発パネルの作製、クリーンアップ大作戦の参加等各種環境美化

実践活動や環境衛生思想の普及・啓発活動の取り組みを行った。

環境衛生管理事業 細事業事業費 1,550

（１）対象者（建設事業の場合は所在地） 市民

事業別行政サービス成果表

事業名 環境衛生推進事業 決算書頁 254

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

参事　　仲下　道則

環境美化意識の向上と防疫対策の充実

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 美化推進部　美化業務課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

0

0

特定財源（都市計画税）0

国県支出金 1 1

43,822 6,138

内
　
訳

事業費 15,121 17,293 △ 2,172

公債費

地方債

総 事 業 費 49,961 43,823 6,138 一般財源 49,960

職員人件費 34,840 26,530 8,310

特定財源（その他）

0

職員数（人） 3 2 1

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考
0

再任用職員数（人） 2 2

<細事業１> 環境衛生対策事業 細事業事業費 13,571

0

市民

（３）概要

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市民

（３）概要

〈細事業２〉

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）
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５．事業の成果

衛生害虫・ネズミ駆除稼働状況 （単位：日） ネズミ捕獲数 （単位：匹）

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

〈４月～１１月末、３月初旬～３月末〉

市内を７ブロックに分け、月２回、定期的に巡回し公共用水路・側溝・会所等に薬剤（乳剤）を動力噴霧機により散布し、蚊、

ハエの幼虫を駆除した。

〈１２月～３月初旬〉

公共下水道マンホール内にプレート（蒸散剤）、捕鼠器を設置し、ゴキブリ、チョウバエ、ネズミを駆除した。

蜂の巣処理件数 （単位：件）

環境衛生啓発講演会参加者数 （単位：人）

空き宅地除草件数 （単位：件）

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

　 　

２０年度

捕獲数 148 142 63

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

１９年度

１９年度 ２０年度 ２1年度 ２２年度

396

１９年度 ２０年度

参加者数 170 170 150

通知件数 527 447 416

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

稼働日数 238

２３年度

185238 240 242

２３年度

475

２1年度 ２２年度

２１年度 ２２年度

359 362

　感染症予防のためには、蚊、ハエ、ゴキブリ等の衛生害虫、ネズ
ミの発生を抑制する必要があり、定期的な薬剤散布、駆除業務を
今後も継続的、効果的な防疫対策を行う必要がある。

　感染症予防のためには、蚊、ハエ、ゴキブリ等の衛生害虫、ネズ
ミの発生を抑制する必要があり、定期的な薬剤散布、駆除業務を
今後も継続的、効果的に行う。

また、市民へのマナー、モラル向上、環境美化の啓発活動の推
進、空き地の除草指導など環境衛生推進協議会と連携を深めて
環境美化意識の向上に努める。

42 39

２３年度

100

２３年度

378

269

100

処理件数 440 415

害虫及び薬剤知識の一層の研究を行うため、研修会出席を翌年度に向けて予算化し、
市民対応及び効果的な防疫対策を図る。

除草件数 501 423 378 342
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

　狂犬病予防法に基づき、犬の飼い主に飼い犬登録と年１回の狂犬病予防注射が義務付けられている。

　国により毎年４月から６月が狂犬病予防注射期間として定められており、４月に狂犬病予防集合注射を川西・猪名川

獣医師会と協力して実施した。

　犬の登録業務（鑑札の交付、再交付、犬の転入による鑑札の引替交付、登録事項変更等）、狂犬病予防注射業務（注射

済証の交付、再交付、予防注射の案内、ＰＲ等）を実施した。

〈犬の登録・狂犬病予防注射〉

犬の登録（生後９１日目以降、生涯に１回）

年１回の予防注射（集合注射・動物病院で注射）
犬の購入・譲り受け

事業別行政サービス成果表

事業名 畜犬登録及び猫の引き取り事業 決算書頁 254

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

参事　　仲下　道則

狂犬病予防法に基づく犬の登録・狂犬病予防注射の実施

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 美化推進部　美化業務課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

0

0

特定財源（都市計画税）0

国県支出金

1,308 △ 193

内
　
訳

事業費 2,749 2,702 47

公債費

地方債

総 事 業 費 6,417 6,699 △ 282 一般財源 1,115

職員人件費 3,668 3,997 △ 329

特定財源（その他）

0

職員数（人） 0

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民（犬の所有者）

参考
5,302 5,391 △ 89

再任用職員数（人） 1 1

<細事業１> 畜犬登録及び猫の引き取り事業 細事業事業費 2,749

0

市民（犬の所有者）

（３）概要

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。
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５．事業の成果

犬の登録数 （単位：頭数）

狂犬病予防注射実施頭数 （単位：頭数）

登録犬転入・転出頭数 （単位：頭数）

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

　 　

実施頭数 6,695 6,615 6,709

107 102 116

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

国内では昭和３１年以後、狂犬病の発生はないが、平成１８年
に、海外渡航者で帰国後、二人が相次いで死亡した事例があっ
た。ペット飼育ブーム等により、年々犬の飼育は高まりつつある。
犬の飼い主は、狂犬病予防法により犬の登録と狂犬病予防注射
が義務付けられており、一層の啓発と予防注射の実施率向上を
図る必要がある。

国内では昭和３１年以後、狂犬病の発生はないが、平成１８年
に、海外渡航者で帰国後、二人が相次いで死亡した事例があっ
た。ペット飼育ブーム等により、年々犬の飼育は高まりつつある。
犬の飼い主は、狂犬病予防法により犬の登録と狂犬病予防注射
が義務付けられており、一層の啓発と予防注射の実施率向上を
図る必要がある。今後も兵庫県や川西・猪名川獣医師会と協力し
ながら、引き続き犬の飼い主に狂犬病予防注射の必要性を周知
し、狂犬病の発生防止対策を着実に推進していく必要がある。ま
た、動物愛護センターと連携して飼犬猫の飼い方等マナーの向上
を進めていく必要がある。

転出頭数 87 131 117 56

転入頭数 100

728 618

狂犬病予防注射の会場、時間、巡回ルートなどの毎回検討。

狂犬病予防法に基づく登録、予防注射実施、死亡犬届出の啓発。

２２年度

6,427

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

新規登録数 862 710

１９年度 ２０年度 ２１年度

70

185

登  録  数 8,746 9,094 9,392 9,437

有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

２３年度

8,959

611

２３年度

6,291

２３年度

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

　人体・動物・胞衣汚物の火葬業務の実施及び斎場施設の適正な管理・運営を行った。

斎場施設は昭和５８年に竣工後、既に２９年が経過し、炉本体等施設の老朽化が進行している。平成２３年度は施設の外壁

塗装及び屋上防水工事を実施するとともに施設の適切な維持管理に努めた。

取替修繕等を実施し、施設の適切な維持管理に努めた。

　今後も引き続き、斎場施設の適正な管理・運営を実施していく。

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考
45,707 26,793

<細事業１> 斎場管理運営事業 細事業事業費 69,251

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市民

（３）概要

4 0 特定財源（その他）

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

18,914

再任用職員数（人） 0

職員数（人） 4

0

特定財源（都市計画税） 0

地方債

国県支出金 022,003

公債費 0

職員人件費 36,672 37,072 △ 400
内
　
訳

事業費 69,251 47,248

一般財源 60,216 57,527 2,689総 事 業 費 105,923 84,320 21,603

参事　　仲下　道則

斎場の適正な運営を図る

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 美化推進部　美化業務課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

事業別行政サービス成果表

事業名 斎場管理運営事業 決算書頁 258

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全
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５．事業の成果

斎場使用状況 （単位：件）

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

  

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

1,140

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

人体（市内） 1,109 1,151 1,034

555

人体（市外） 276 267 270 272

胞衣汚物（市内） 564 559 551

胞衣汚物（市外） 366 346 305

1 4

和室（市内・市外） 8 11 8 12

式場（市内のみ） 2 3

1,064

２３年度

1,164

243

448

367

17

3

997

296

動物（有料） 1,066 1,051 1,143

竣工後、２９年が経過し、建物及び設備の老朽化による更新

竣工後、２９年が経過し、炉設備等の老朽化に伴い、今後の維
持管理コストは上昇するものと考えられる。 このため、平成２４年
度から４ヵ年計画で炉設備の更新工事及び前室の新設工事を実
施予定している。施設の適切な管理運営を行う。

平成２４年度から４ヵ年で行う炉設備更新工事及び前室新設工
事を適切に実施することにより、斎場利用者の利便性を高めると
共に施設の良好な維持管理、運営に努める。

動物（無料） 832 761 821 780 714

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

－274－



１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

事業別行政サービス成果表

事業名 環境監視事業 決算書頁 262

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

大気･水質･騒音等に係る良好な環境の維持をめざし、適切に環境監視を行う

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

所管部・課 市民生活部　環境創造課 作成者 参事　井上　功

国県支出金 2,203 1,984 219

一般財源 14,784 14,968 △ 184総 事 業 費 16,987 16,952 35

0

職員人件費 12,836 13,265 △ 429 地方債

0 特定財源（都市計画税）

0
内
　
訳

事業費 4,151 3,687 464

公債費

 市域の環境の状況を監視するために、大気、水質、騒音等について測定を行った。

　大気については、兵庫県から委託を受け、一般環境大気局（中央町：市役所）、自動車排ガス局（加茂5丁目）
において、大気汚染状況の観測を行った。
　水質については、猪名川本川の5地点と支川の7地点の合計12カ所で水質調査を実施した。
　騒音・振動については、一般環境騒音調査を市内6地点、自動車騒音・振動は交通量の多い国道（176号久
代3丁目地内）県道（尼崎池田線、川西篠山線）及び市道（993号）の4地点で調査を実施した。

1 0 特定財源（その他）

1 1 0

（３）概要

<細事業１> 大気・水質・騒音等監視事業 細事業事業費 4,151

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

再任用職員数（人）

職員数（人） 1 0
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５．事業の成果

【大気関係】 一般環境大気測定局での二酸化窒素濃度の日平均値の年間98％値（ppm）　　環境基準　0.06

【水質関係】 猪名川の多田浄水場でのＢＯＤ値（７５％値）　mg/ℓ　　　環境基準　2.0

【騒音・振動関係】

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

実績値

0.024 0.021

　成果：実績値は、ほぼ横ばいであり、評価指標（環境基準）を下回り、良好な状況を維持している。
　※「日平均値の年間98％値」とは、年間における二酸化窒素の1日平均値のうち、低い方から98％に相当するものをいう。

実績値

　　年　度 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

成果：
①一般地域の環境騒音は、調査した6地点のすべてで環境基準を下回り、良好な状況を維持している。
②道路に面する地域の環境騒音は、調査した4地点のうち、1地点が夜間で環境基準を上回っている（ただし、改善等を申し入れる要
請限度を上回っているものではない。）ものの、概ね良好な状況を維持している。また、振動についても、環境基準をすべて満足して
いる。

成果：実績値は、過去低下傾向でこの２，３年はほぼ横ばいであり、環境基準を下回り、良好な状況を維持してい
る。
※「７５％値」とは、年間に測定値のうち、よい方から７５％に相当するものをいう。

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から

0.031 0.028 0.024 0.028

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

環境監視体制としては、十分であるが、結果の公表の仕方に検
討を要する。

良好な環境の保持を目的とした監視体制については、今後も継
続していくべきである。今後は、得られた測定結果をホームページ
等で速やかに公表するとともに、丁寧な説明・解説に努めること
が、課題といえる。

Ｈ２３Ｈ２２Ｈ２１Ｈ２０Ｈ１９Ｈ１８　　年　度

環境監視体制としては、必要かつ十分であり、結果も良好なものが大半であるが、その結果
の周知について、速報性や解説に工夫の余地がある。

0.7 0.61.3 1.3 1.1 0.6
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

川西能勢口駅１階にある「市民トイレ」の維持管理を委託にて行う。

川西能勢口駅１階市民トイレの維持管理

２３年度

所管部・課 美化推進部　美化業務課 作成者 参事　仲下　道則

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源

事業別行政サービス成果表

事業名 市民トイレ管理事業 決算書頁 270

２２年度 比較

総 事 業 費 5,586 6,365 △ 779 一般財源 5,586 6,055 △ 469

△ 779

公債費 0

内
　
訳

事業費 5,586 6,365 310 △ 310

0地方債

国県支出金

職員人件費 0

特定財源（都市計画税） 0

0 特定財源（その他）

0

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考
0

再任用職員数（人）

職員数（人）

<細事業１> 市民トイレ管理事業 細事業事業費 5,586

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市民

（３）概要

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。
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５．事業の成果

市民トイレの維持管理を委託で行った。

・清掃

１日３回実施

・シャッターの開閉

午前７時に解錠

午後１１時３０分施錠

・緊急警報監視

火災監視

非常通報監視

清掃は丁寧に行われ施設の清潔が保たれた。シャッターの開閉も良好に行われた。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

　川西市の玄関口である川西能勢口駅の公衆トイレとして、今後
とも、利用される皆様が快適にご使用いただけるよう清潔なトイレ
の維持管理に努めていく。

有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C 利用者へのマナーの啓発が必要。

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から

　今後とも、清潔なトイレの維持管理に努めていく。

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

非水洗化家庭

事務所

工事現場等

　　　　　　から収集

収集した「し尿」を「し尿中継所」に搬入し、中間処理後公共下水道に直放流した。

し尿中継所

　　（中間処理）
公共下水道に放流

川西市し尿中継所：川西市加茂６丁目10番６号

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 建物床面積：２５３．９１㎡

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地）

（３）概要

41,147し尿中継所管理事業

50,669し尿収集事業

   市内一般家庭のし尿収集を、委託により月２回、定期的に実施した。また、事務所等のし尿は定期収
集あるいは電話等の申込を受け、収集を行った。工事現場等の仮設トイレは、電話等の申込みを受け、
随時収集を行った。

し尿中継所

〈細事業２〉 細事業事業費

<細事業１> 細事業事業費

（３）概要

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 非水洗化一般家庭・非水洗化事務所・工事現場等仮設トイレ

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 非水洗化一般家庭４２５件・事務所等定期及び工事現場等臨時収集２０７６件

0 特定財源（その他） 10,944 11,147

再任用職員数（人） 0

地方債

△ 203

内
　
訳

事業費

公債費

職員人件費

参考
職員数（人）

特定財源（都市計画税）0

91,816 93,325 28

0

0

△ 1,509 国県支出金 150 122

0

一般財源 80,722 82,056 △ 1,334総 事 業 費 91,816 93,325 △ 1,509

０１　環境保全分　野 施　策

美化推進部　美化業務課 作成者

０３　環境共生

所管部・課

０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。施策目標

事業コスト ２３年度 ２２年度

参事　仲下　道則

比較比較

家庭、事務所および工事現場等トイレのし尿収集・中間処理

財源 ２３年度 ２２年度

事業別行政サービス成果表

事業名 し尿収集事業 決算書頁 274
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５．事業の成果

し尿収集状況

し尿中継所直放流量

中間処理として約２０倍の水で希釈し公共下水道に直放流した。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

有効性の視点から効率性の視点から妥当性の視点から

自己評価

評価者
担当部長

B
9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

２２年度 ２３年度

定額（㎘） 2,384.4 1,973.4 1,707.4 1,608.9 1,414.0

１９年度 ２０年度 ２１年度

460戸 425戸

従量（㎘） 811.6 721.2 546.7 682.3 673.9

戸数 636戸 577戸 526戸

2,106件 2,076件

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

件数 2,478件 2,236件 2,000件

一般家庭や事務所などは下水道普及による水洗化が進むなか
で収集件数が減少している。

工事現場等の仮設トイレは、土地開発や家屋建築等の件数によ
り収集・処理件数の増減が見込まれる。

今後とも適切な維持管理を行い、施設の延命化を図る必要があ
る。

２３年が経過し設備の老朽化が進行しているが、今後とも適切な
維持管理を行い、施設の延命化を図る必要がある。

下水道普及による水洗化で、今後一般家庭の収集世帯数及び事務所等の増加は見込めな
い状況である。

放水量（㎘） 120,263 126,617 82,646 76,794 70,153

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

市道等に不法に投棄された廃棄物を、道路パトロールや市民等からの通報により発見した場合、速やかに回収、処分

を行い、また、未然に不法投棄の防止を図るため、柵やガードレール、ネットフェンス等を設置する。

1 0 特定財源（その他）

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市内全域

参考
0

再任用職員数（人）

職員数（人） 1

<細事業１> 市道等不法投棄処理事業 細事業事業費 4,616

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市民

（３）概要

0

職員人件費 9,168 9,268

0 特定財源（都市計画税）

内
　
訳

事業費 4,616 4,999

公債費

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

0

0

0

事業別行政サービス成果表

事業名 市道等不法投棄処理事業 決算書頁 310

国県支出金

△ 100 地方債

△ 383

一般財源 13,784

０１　環境保全

14,267 △ 483

作成者 課長　河合 章弘

施　策

不法投棄廃棄物の処理を通じて、道路の安全を確保し、環境の美化を図る

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

分　野 ０３　環境共生

総 事 業 費 13,784 14,267 △ 483

所管部・課 都市整備部  道路管理課
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５．事業の成果

　 回収処分した不法投棄物総量の状況（単位：㎏）

回収処分した不法投棄物総量の内家電リサイクル５品目状況（単位：台）

不法投棄防止対策工事実施状況（単位：ｍ）

平成１５年度より道路パトロールや市民等からの通報により市道敷等に不法投棄された廃棄物を発見した場合、

速やかな回収に努めるとともに、環境月間等において不法投棄防止について市民への啓発活動を行った結果、

街の環境美化を推進しつつある。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

一般廃棄物 12,810

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

産業廃棄物 9,170 9,790 9,100 9,900

不法投棄物を継続的に減少させるため、速やかに投棄物の回
収、処分を行なってきた。しかし、より不法投棄物の減少をするた
め事業の継続と共に市民との連携を必要とする。

20,040 16,870 13,500

- - -

２０年度 ２１年度 ２２年度

２２年度

-

テレビ -

項　　　目 １９年度

項　　　目 １９年度 ２０年度 ２１年度

２１年度２０年度１９年度

冷蔵庫 - - -

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

不法投棄物を減少させるため、速やかに投棄物の回収、処分を
行ない、また、不法投棄防止意識の向上を図るため、市民や市域
を越えた連帯意識のなかで、市民の協働参画や、広報活動を通じ
「不法投棄をしない、させない」街づくりをめざすことが必要。

項　　　目 ２２年度

50ネットフェンス等工事

不法投棄物の減少ため、自治会等との連携をしながら市民意識の向上を図り、経費節
減するよう検討をする。

261645

有効性の視点から

２３年度

２３年度

84

9

33

２３年度

5,670

23,960
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

参考
0

再任用職員数（人）

（３）概要

<細事業１> 阪神高速道路周辺環境監視事業 細事業事業費 3,036

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 小花２丁目周辺地区住民

職員数（人） 0 特定財源（その他）

0

0

特定財源（都市計画税） 0

地方債

国県支出金 0△ 12

公債費 0

職員人件費 0
内
　
訳

事業費 3,036 3,048

一般財源 3,036 3,048 △ 12総 事 業 費 3,036 3,048 △ 12

参事　西田　茂治

阪神高速道路大阪池田線並びに側道周辺の環境を守るため、環境保全目標を設定するとともに常時観測により環境監視を行う

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 都市整備部  道路整備課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

事業別行政サービス成果表

事業名 阪神高速道路周辺環境監視事業 決算書頁 330

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

　阪神高速道路大阪池田線の周辺に居住する住民の生活環境を守るため、昭和５９年１0月２５日に関係４者で締結された
協定書等に基づき、常時観測所を設置して高速道路の供用開始後から大気、騒音等を測定し、高速道路周辺の環境を監
視するとともに、測定データを阪神高速道路（株）、地元自治会代表者や川西市の担当部局代表者で構成される環境保全
委員会に報告し、理解を得ている。
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５．事業の成果

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

　平成4年10月に、阪神高速道路公団、建設省猪名川工事事務所、川西市、阪神高速道路対策川西連絡協議会の４者
で環境保全に関する協定書を締結し、阪神高速道路公団が常時観測所を設置し、川西市が測定施設や必要経費の移
管を受けて平成１２年度から環境監視事業を行なうことになった。
環境監視事業の結果を毎年環境保全委員会を開催して付近住民に公表していることにより、住民の道路環境面の理解
が深まった。

阪
神

高
速

道
路

周
辺

環
境

監
視

事
業

 　阪神高速道路大阪池田線並びに側道周辺の環境を守るた
め、環境保全目標を設定するとともに常時観測により環境監視
を行った。　阪神高速道路の供用後、常時観測してきたことに
ついては、当地区の環境保全に寄与したと評価できる。
　しかし、阪神高速道路株式会社より引き継いだ常時観測所
は、開設後１０年以上が経過し、観測機器の老朽化が進み、今
後、更新が必要になると予想されます。今後も観測を続けるた
めには、費用負担も含め地元、公団及び市で協議する必要が
ある。

　阪神高速道路（株）と川西市間で締結されている「常時観測に
関する協定書」において、管理費用、測定費用を一括して阪神
高速道路（株）が負担して川西市が引き継いでいる。
この引き継いだ常時観測所は、開設後１０年以上が経過し、観
測機器の老朽化が進み、今後、更新が必要になると予想され
る。
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 全市民

（３）概要

下水道経営の健全化を促進し、経営基盤を強化するため、雨水公費・汚水私費の原則、及び国が定める地方公営企業

繰出基準等に基づいて補助した。

　なお、23年度の経費には、東日本大震災に伴う被災地応援のための職員派遣に要した経費を含んでいる。

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

<細事業１> 下水道事業会計負担金及び補助金 細事業事業費 1,091,473

0 特定財源（その他）

0

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 下水道事業会計

参考
0

再任用職員数（人）

職員数（人）

△ 136,203

職員人件費 0 地方債

94,533 特定財源（都市計画税） 447,578 583,781

0
内
　
訳

事業費 1,091,473 1,237,035 △ 145,562

公債費 103,061 8,528

国県支出金 0

一般財源 746,956 661,782 85,174総 事 業 費 1,194,534 1,245,563 △ 51,029

都市の健全な発達と公衆衛生の向上を図るとともに、公共用水域の水質保全に資する

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

所管部・課 総合政策部　財政室 作成者 主幹　阪上　哲生

事業別行政サービス成果表

事業名 下水道事業会計負担金及び補助金 決算書頁 334

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全
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５．事業の成果

下水道事業会計への負担状況 (単位：千円)

項　　　　　目

繰出基準に基づくもの

雨水処理に要する経費

分流式下水道等に要する経費

流域下水道の建設に要する経費

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

高度処理に要する経費

下水道事業債(特例措置分)の償還に要する経費

臨時財政特例債等の償還に要する経費

子ども手当にかかる経費

東日本大震災に係る災害応急対策等に要する経費

繰出基準以外のもの

火打前処理場に要する経費

水洗化に対する助成等に要する経費

特定環境保全公共下水道に要する経費

河川美化事業に要する経費

近畿猪名川流域総合開発促進協議会会費負担金

建設改良事業に要する経費

合　　　　　計

雨水整備の状況

項目

整備済管渠延長(km)

整備済面積(ha)

汚水整備の状況

項目

整備済管渠延長(km)

整備済面積(ha)

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

1,237,035

8,300 6,105 3,610

－ 71 29

23,119 28,139 30,263

23年度に行った上・下水道事業統合によって経営の効率化等が促進され、さらなる補助金削
減に繋げていく必要がある。

雨水処理に係る経費に加え、下水道使用料で賄うことが適当で
ない経費について、一般会計が負担することで下水道事業の経
営健全化を促進し、その経営基盤を強化することができた。

これらにより、浸水の防除や、水洗化などによる生活環境の改
善、河川などの公共用水域の水質保全に寄与した。

また、23年度からの地方公営企業法全部適用の実施や、上･下
水道事業の経営統合において側面から支援を行った。

今後は、雨水ポンプ場をはじめとした施設の老朽化が大きな課
題として顕在化しているため、財政負担も含めて対応を検討して
い く 。

1,091,473

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

下水道事業に係る費用負担は、雨水公費（一般会計繰出金）・
汚水私費（下水道使用料）を原則とし、国が定める地方公営企業
繰出基準等に基づいて補助しており、今後も継続して行っていく。

23年度に水道局と統合したことに伴い、経営効率をさらに高め
て、当該補助金の削減に繋げていく必要がある。

1,138,377 1,109,788

2,524 2,700 2,700

－ － 1,036

67,735 72,930 134,553

32,447

78,186

1,345 － －

35,915 97,951

－ － －

24,345

52,278 42,604 27,494

1,036,858 1,102,482

608,006 588,199 637,303

有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

平成20年度 平成21年度 平成22年度

1,070,642

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から

17,351

4,441 5,680 5,790

284,947

8,551 10,632 26,030

291,254

1,593

233.5

1,601

281,039

12,929 13,278

14,997 17,240

78,186 78,186

481.8 485.3 486.9

平成23年度

488.6

－

39,504

平成20年度 平成21年度 平成22年度

232.7 232.9 233.2

1,586 1,586

2

2,963

－

－

15,384

78,186

1,141

42,469

1,279

31,402

16,420

5,654

25,350

平成23年度

1,049,004

613,275

260,913

2,3232,298 2,315 2,321
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

　騒音環境対策事業として、関係住民の生活の安定及び福祉の向上を図るため次の事業を実施した。

②航空機騒音対策として、民家防音空調機器更新工事に係る住民負担額等に対し補助を行った。

③航空機によるテレビ受信障害対策として、ＮＨＫテレビ受信料に対する補助を国と連携して実施した。

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

事業別行政サービス成果表

事業名 騒音環境対策事業 決算書頁 340

所管部・課 都市整備部　空港対策課 作成者 課長　　大田 雅弘

騒音環境対策として騒音実態の把握及び空調機器更新工事・ＮＨＫ受信料の住民負担額を補助し、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与する

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

総 事 業 費 20,981 20,529 452 一般財源 14,106 13,273 833

国県支出金 6,875 7,153 △ 278

0
内
　
訳

事業費 11,813 11,261 552

公債費 0 特定財源（都市計画税） 0

職員人件費 9,168 9,268 △ 100 地方債

再任用職員数（人）

職員数（人） 1 1 0 特定財源（その他）

0

①航空機騒音対策の推進に資するため、騒音測定（１４箇所）及び飛行経路の測定等の委託業務を実施し、データの
分析を行い、騒音実態の現状把握を行った。
　また、大阪国際空港に就航したＢ787機のテストフライト時に航空機騒音の実態調査を行い、従来のジェット機騒音と
の比較を行った。

④航空機騒音対策の推進を図るため、関係機関への助成を行った。また、空港周辺地域の自治体で構成している「大
阪国際空港周辺都市対策協議会」（通称１１市協）に参画し、国等への要望等を行い、環境改善に向け取り組んだ。

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）概要

<細事業１> 騒音環境対策事業 細事業事業費 11,813

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 第１種騒音防止対策区域（中国自動車道以南）等

参考
103 △ 103
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５．事業の成果

測定箇所一覧表

1 2 3 4

5 6 7 8

9 10 11 12

13 14

・＊については、Ｂ７８７機就航に伴う騒音実態調査も実施。

空調機器等の機能回復工事等の年間補助件数                    （単位：件）

ＮＨＫ年間受信料の補助件数 （単位：件）

補助件数（第一区域）

大阪国際空港周辺都市対策協議会から国等への要望事項（概要）
①

②

③

④

⑤

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B
5～3点：C

久代１丁目公園

北久代会館

県営川西下加茂高層住宅

摂代会児童遊園地

西久代会館

加茂小学校

＊むつみ会館隣接空地

川西南中学校

東久代２丁目公園

加茂会館

西猪名公園北側

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

南部処理センター東

＊久代小学校

東久代春日会館

　補助件数 185

年度 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

35

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

4,784

平成24年度に関西国際空港と大阪国際空港が経営統合され、
両空港が民営化された。これまで、大阪国際空港は国が直轄で
管理・運営する基幹空港として、国の責任のもと安全・環境対策
が実施されてきたが、民営化後においても法定外を含め同対策
が適切に継続実施されるよう国及び新会社等関係機関に対し要
望活動を行う。

騒音測定は川西市南部地域における騒音の現状把握・問題点
抽出に不可欠であり、国等への要望活動を行う上で有益なものと
なった。また、航空機騒音障害防止法に基づく空調機器の更新に
係る国の補助事業と連携した市の補助事業も航空機騒音対策の
推進に寄与してきた。今後においてもこれらの事業を着実に推進
していくとともに、騒音軽減運航等の具体的提案等を行い、環境
基準達成に向け引き続き関係機関への要望活動を実施していく。

197 67 13

5,3525,2205,2194,929

大阪国際空港のあり方については、「関西国際空港・大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理
に関する基本方針」において、安全・環境対策を最優先で実施すること及び利用者ニーズに沿って適切かつ
有効に活用する具体策を明記すること。

 運航と整備ならびに管制を含めた航空における安全・安心の確保には、最優先に取り組み、事故・トラブル
の皆無をはかること。

 航空機騒音の発生源対策を充実し、環境基準の達成に向けて不断の努力を行うとともに、空港周辺対策
の充実・推進をはかること。

 空港機能の高質化をはかるとともに、空港と地域の調和および地域の活力向上につながる「まちづくり」を
支援すること。

関西国際空港・大阪国際空港の経営統合にあたっては，適宜、情報提供するとともに、十分協議すること。
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

共同利用施設一覧表

　施設名 　所在地 　構造 延面積（㎡）

　東久代会館 　川西市東久代２丁目１０－１１ 　ＲＣ構造 ２階建

　久代会館 　川西市久代２丁目１２－６ 　ＲＣ構造 ２階建

　久代春日会館 　川西市久代３丁目２５－９ 　ＲＣ構造 ２階建

　東久代春日会館 　川西市東久代１丁目３－１７ 　ＲＣ構造 ２階建

　加茂会館 　川西市加茂３丁目８－８ 　ＲＣ構造 ２階建

　下加茂会館 　川西市下加茂１丁目２２－２９ 　ＲＣ構造 ２階建

　西久代会館 　川西市久代４丁目２－７ 　ＲＣ構造 ２階建

　南花屋敷会館 　川西市南花屋敷３丁目２－１６ 　ＲＣ構造 ２階建

　加茂第二会館 　川西市加茂１丁目１３－３ 　ＲＣ構造 ２階建

　南花屋敷中央会館 　川西市南花屋敷４丁目１１－５ 　ＲＣ構造 ２階建

　北久代会館 　川西市久代２丁目５－６ 　ＲＣ構造 ２階建

　栄根会館 　川西市栄根１丁目８－１８ 　ＲＣ構造 ２階建

　寺畑会館 　川西市寺畑１丁目４－１８ 　ＲＣ構造 ２階建

　小花会館 　川西市小花２丁目２２－５ 　ＲＣ構造 ２階建

203.20

164.22

161.50

164.22

内
　
訳

事業費

32,705人

169.21

509.80

318.35

317.01

151.93

153.89

153.62

14,456 12,927 1,529

6,211 △ 6,211

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０１　環境保全

公債費

国県支出金

施策目標 ０２　静かで美しく、暮らしやすいまちをつくります。

14,457 19,140 △ 4,683

総 事 業 費 14,457 19,140 △ 4,683 一般財源

課長　大田 雅弘

航空機騒音障害の緩和に資することを目的として建設した共同利用施設１４館の管理運営を適正に行う

２３年度 ２２年度 比較比較 財源

所管部・課 都市整備部　空港対策課 作成者

0

事業別行政サービス成果表

事業名 共同利用施設管理運営事業 決算書頁 342

事業コスト ２３年度 ２２年度

職員人件費 0

0 特定財源（その他）

0

特定財源（都市計画税） 0

地方債

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

0

1 2 △ 1

再任用職員数（人）

職員数（人）

（３）概要

<細事業１> 共同利用施設管理運営事業 細事業事業費 14,457

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 川西市共同利用施設の設置及び管理に関する条例施行規則第２条に規定する地区在住者及び関係者

参考

　航空騒音により日常生活が阻害されている地域住民に対し、騒音の緩和を図り、地域住民の福祉の増進と学習、集会、
休養及び保育のために利用することを目的に建設された１４施設の管理運営を行った。

503.10

500.98

126.30
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５．事業の成果

① 共同利用施設　年間事業費及び利用者数

② 工事等の概要

　Ｈ１７ 久代春日会館　 バリアフリー対策工事（トイレ等改修工事）　　

加茂会館　　　　 雨漏り防水工事

　Ｈ１８ 東久代会館 バリアフリー対策工事（トイレ等改修工事）　　

北久代会館 バリアフリー対策工事（トイレ等改修工事）　　

久代会館 バリアフリー対策工事（手すり取付け工事）　　

東久代春日会館 バリアフリー対策工事（手すり取付け工事）　　

西久代会館 バリアフリー対策工事（手すり取付け工事）　　

　Ｈ１９ 南花屋敷中央会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

加茂第２会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

　Ｈ２０ 南花屋敷会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

栄根会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

　Ｈ２１ 小花会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

寺畑会館 バリアフリー対策工事（トイレ・手すり等改修工事）　　

　Ｈ２２ 東久代会館 雨漏り防水工事

　Ｈ２３ 東久代春日会館 空調機器修繕

下加茂会館 屋外階段塗装修繕

加茂会館 休憩室修繕・給湯器修繕

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

Ｈ２３

　事業費　（千円） 20,231 22,954 19,567

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

年　　度

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

　これまで近隣他都市における共同利用施設の管理・運営の状況
等についての調査を行うとともに本市の課題等の整理を行ってき
た。

平成２４年度においては、各施設の耐震診断を実施するととも
に、同施設の管理形態や利用方法についての検討を行い、今後
の方向性を見出すものとする。

　利用者数　（人） 38,497 36,218 30,617

共同利用施設は航空機騒音障害防止法に基づき、国の補助を
受け昭和43年度から随時設置し、航空機騒音障害の緩和に資す
るという目的に寄与してきた。今後、航空騒音対策区域から外れ
国の対策が終了した施設について、廃止も含め利活用のありか
たを地元住民の意見を傾聴しつつ検討を進める。

19,140 14,457

32,311 32,739

騒音対策区域から外れた8施設(全14施設)について、現在の利用状況等を勘案のうえ、
廃止も含め管理・運営方法等について引き続き検討する。
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

ごみの減量化やリサイクルを推進する取り組みを支援した。

○一般家庭から排出される生ごみの減量・再利用を図ることを目的として、生ごみ処理機等の購入費の助成を行った。

助成額：購入費の１／２（上限１万円）

○ごみの減量、資源の有効活用、ごみ問題の意識高揚を図ることを目的として、家庭生活に伴って排出される新聞等

再生資源を集団回収する登録団体に１㎏あたり３円の奨励金を交付した。

○市関係機関などから排出された廃棄文書等のトイレットペーパー化を図るとともに、新聞等再生資源（古紙類に限る）を

集団回収する登録団体に再生トイレットペーパーを交付した。

○家庭から発生する剪定枝の有効利用による可燃ごみの減量を図ることを目的として、剪定枝粉砕機の貸し出しを行った。

ごみの減量化やリサイクルの推進に向けた啓発を行った。

　○自治会や地域団体などを対象に「ごみ減量出前講座」を実施した。

　○保育所や幼稚園などで「子ども向けごみ学習会」を実施した。

　○ごみ減量の取組みの拡大をめざして、「ごみ減量チャレンジ・モニター制度」を実施した。

　○リサイクル情報誌「り・ぼ・ん」を月１回発行し、情報誌やホームページ等で不用品交換情報を提供した。

　○啓発紙「ごみ行政特集　Rあ～る　かわにし」を11月と3月に発行し、全世帯に配布した。

　○マイバッグ持参ノーレジ袋キャンペーン及びごみ減量啓発パネル展を実施した。

川西市廃棄物減量等推進審議会を設置し、川西市一般廃棄物処理基本計画の改定について諮問した。

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

13,889

162団体

（３）概要

（３）概要

<細事業１> 細事業事業費 21,921ごみ減量・リサイクル奨励事業

ごみ減量・リサイクル整備事業

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地）

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

〈細事業２〉 細事業事業費

生ごみ処理機等購入者

56

再生資源集団回収登録団体

特定財源（その他） 39 99 △ 60

再任用職員数（人） 0

△ 300

0

参考
職員数（人） 3 3 0

5,003 国県支出金 0

地方債 0

0特定財源（都市計画税）

内
　
訳

事業費 35,810 30,807

公債費

職員人件費 27,504 27,804

一般財源 63,275 58,512 4,763総 事 業 費 63,314 58,611 4,703

０２　省資源・リサイクル分　野 施　策

美化推進部　リサイクル推進課 作成者

０３　環境共生

所管部・課

０１　ごみの排出を抑制します。施策目標

事業コスト ２３年度 ２２年度

課長　溝上　好弘

比較比較

ごみの減量化に対する意識の高揚を図り、ごみの発生抑制、再使用、リサイクルを促進する

財源 ２３年度 ２２年度

事業別行政サービス成果表

事業名 ごみ減量化とリサイクル推進事業 決算書頁 268
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５．事業の成果

○生ごみ処理機等購入費助成状況 （単位：世帯、基）

★助成者対象アンケートでは、生ごみ処理機等を使用する

ことで生ごみの減量ができると８割以上が回答している。

○再生資源集団回収実施状況 （単位：t）

○市関係機関などの廃棄文書等排出量 （単位：t）

○剪定枝粉砕機貸出状況 （単位：t、件）

３R（リデュース、リユース、リサイクル）の主な取組みの概要

○ごみ減量チャレンジ・モニター制度実施状況

公募によるごみ減量チャレンジ・モニターが企画した

○ごみ学習会・ごみ減量出前講座実施状況 （単位：回、人） ごみ減量＆リサイクル　３R体験イベント　キッズ「り・

ぼ・ん」を開催。子どもたちがものを大切にする気持ち

を育むことを目的として国崎クリーンセンターを会場に

実施した。

★子どもからおとなまで対象に合わせたプログラムを実施しており、

参加者アンケートでも９割以上の参加者が「有意義であった」と回答している。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

有効性の視点から効率性の視点から妥当性の視点から

自己評価

評価者
担当部長

A
9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C 各事業の効果的なＰＲを図る。

各事業や制度については、利用者等から好評を得ており、施策
目標への寄与度は高いと考えている。市民への認知度が低い事
業については情報発信に努め、活用を促進していきたい。

平成２１年度の新分別区分の開始による市民意識の向上と事
業の効果が相まって、ごみの減量化・リサイクルが進んだと考え
ている。近年は減量化・リサイクル率共に、横ばいの傾向となって
いる。今後においては、更なるごみの減量化を推進するため、改
めて分別の徹底を図るとともに子どもや若い世代に向けた啓発に
取り組んでいきたい。

助成世帯数 71 106 86

19年度 20年度 21年度 22年度

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

77

19年度 20年度 21年度 22年度

助成基数 79 133 109

7,248

19年度 20年度 21年度 22年度

回収量 7,599 7,706 7,374

13
排出量

20年度 21年度 22年度

20年度 21年度

廃棄文書等
17 7 13

1,326 1,044

粉砕量 4.1 4.5 5.7

貸出件数 76 72 79

2,345 1,530

おとな 896 852 1,019 486

(

内
訳

)

参加者数 2,703 2,150

子ども 1,807 1,298

23年度

22年度

64

開催回数 44 37 51 29

19年度

1,321

452

869

23年度

43

59

23年度

7,181

23年度

12

4.4

73

23年度

24

発生抑制
（リデュース）

再使用
（リユース）

再生利用
（リサイクル）

支援

啓発

　
　
　
市
　
民

生ごみ処理機等
購入費助成

生ごみ処理機等
購入費助成

不用品交換情報の提供 再生資源集団回収

剪定枝粉砕機貸出

剪定枝粉砕機貸出

マイバッグ持参・ノーレジ袋
キャンペーン

ごみ学習会（子ども対象）

ごみ減量出前講座（おとな対象）

ごみ行政特集　Rあ～るの発行
（年２回、全戸配布）

啓発パネル展

対象

ごみ減量チャレンジ・モニター制度

子
ど
も
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

  猪名川上流広域ごみ処理施設組合が実施するごみ処理施設の管理運営等について、事業が円滑に推進するよう緊密な
連絡調整を図るとともに、応分の経費を負担する。

<細事業１>

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等）

（３）概要

施策目標 ０２　ごみを適切に処理します。

特定財源（その他）

0
参考

129,350 138,609 △ 9,259

再任用職員数（人）

職員数（人） 13 14 △ 1

広域ごみ処理施設管理運営事業 細事業事業費 1,493,407

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

0

職員人件費 119,184 129,752 △ 10,568 地方債

3,692 特定財源（都市計画税）

0
内
　
訳

事業費 1,493,407 1,269,781 223,626

公債費 118,443 114,751

国県支出金 0

一般財源 1,601,684 1,375,675 226,009総 事 業 費 1,731,034 1,514,284 216,750

１市３町が共同して進めている広域ごみ処理施設の管理運営等を支援し、循環型社会の構築に寄与する

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

事業別行政サービス成果表

事業名 広域ごみ処理施設管理運営事業 決算書頁 268

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０２　省資源・リサイクル

所管部・課 美化推進部　リサイクル推進課 作成者 課長　溝上　好弘
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５．事業の成果

猪名川上流広域ごみ処理施設組合が次の項目を実施した。

（１）組合議会及び組合の一般管理等に関すること

（２）施設管理に関すること

・環境保全と資源の有効利用を図るごみ焼却施設の管理運営業務

・廃棄物を有用な資源に分別するリサイクル施設の管理運営業務

・地域における循環型社会づくりの推進に向けた啓発施設の管理運営業務

・その他の管理運営業務

（３）組合債の償還に関すること

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

円滑な廃棄物処理の実施

上記に係る施設管理経費については７１．０２％（搬入可燃ごみ量の按分率）を川西市が負担した。

自己評価

評価者
担当部長

B

猪名川上流広域ごみ処理施設組合が実施するごみ処理施設の
管理運営等について、事業が円滑に推進するよう緊密な連絡調
整を図るとともに、応分の経費を負担する。

引き続き、施設管理経費について関係市町の搬入可燃ごみ量
の比率により按分して負担する。
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

【焼却灰等の処分方法】

① 収集した可燃ごみを国崎クリーンセンターで焼却

② 焼却灰を大阪湾広域臨海環境処理センター尼崎基地へ搬入

③ 神戸沖埋立処分場で埋立処分

<大阪湾フェニックス計画>

　私たちの毎日のくらしや、さまざまな産業活動から排出される膨大な量の廃棄物。その発生抑制、再生利用、

中間処理による減量化を進めた上で、適正な最終処分を行うには、私たち一人ひとりが当事者として、お互

いに力を合わせて取り組まなければならない大きな社会的テーマになっています。

　しかし、近畿圏の内陸部はすでに高密度の土地利用が進み、個々の地方自治体や事業主が最終処分場を

確保するのは、きわめて困難な状況です。

　そこで長期安定的に、また広域的に廃棄物を適正処理するため生まれたのが大阪湾の埋立による「大阪湾

フェニックス計画」です。 （大阪湾広域臨海環境整備センターパンフレットより抜粋）

  大阪湾広域臨海環境整備ｾﾝﾀｰ（通称大阪湾フェニックス）の事業である広域処分場整備事業のうち、最終処分場
等建設事業費に係る川西市の負担にかかる経費を支出した。

事業別行政サービス成果表

事業名 最終処分対策事業 決算書頁 268

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０２　省資源・リサイクル

焼却灰等埋立処分場の建設

２３年度 ２２年度 比較

所管部・課 美化推進部 美化業務課 作成者 参事　仲下　道則

0

特定財源（都市計画税）

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源

国県支出金 03,867

公債費 2,785 1,870 915

内
　
訳

事業費 4,838 971

一般財源 7,623 2,841 4,782総 事 業 費 7,623 2,841 4,782

0

職員人件費 0 地方債

0

職員数（人） 0 特定財源（その他）

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 尼崎沖埋立処分場・神戸沖埋立処分場・大阪沖埋立処分場

参考
0

再任用職員数（人）

<細事業１> 最終処分場建設事業 細事業事業費 4,838

施策目標 ０２　ごみを適切に処理します。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 尼崎沖埋立処分場(113ｈａ）・神戸沖埋立処分場（88ｈａ）大阪沖埋立処分場(95ｈａ）

（３）概要
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５．事業の成果

＜埋立処分場の状況＞

Ⅰ期計画（尼崎沖埋立処分場　管理型区画分） 平成２４年３月３１日現在

計画量 ｍ
3

埋立量 ｍ
3

埋立進捗率 ％

・平成１４年度からは、陸上残土の受け入れによる覆土のみの事業。

Ⅱ期計画（神戸沖埋立処分場　管理型区画分） 平成２４年３月３１日現在

計画量 ｍ
3

埋立量 ｍ
3

埋立進捗率 ％

・平成１４年４月より焼却灰・ばいじん処理物等を尼崎基地等を経て神戸沖に搬入。

Ⅱ期計画（大阪沖埋立処分場　管理型区画分） 平成２４年３月３１日現在

計画量 ｍ
3

埋立量 ｍ
3

埋立進捗率 ％

・平成２１年１０月より供用開始され焼却灰・ばいじん処理物等を大阪基地等を経て大阪沖に搬入。

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

97.9

平成４０年度以降について、廃棄物の安定的な処分のために新
しい処分場の計画等を推進していく必要がある。

11.4

平成２４年３月大阪湾フェニックスの計画変更が認可され、埋立
期間が平成３９年度まで延長された。廃棄物３Ｒの推進により廃
棄物の焼却量が減少し埋め立てられる焼却灰も減少したことが大
きな原因である。

15,000,000

9,695,000

64.6

14,000,000

1,589,000

4,782,000

4,683,000

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

パッカー車、ダンプ車等で各収集日に収集 国崎クリーンセンターに搬入

（焼却または中間処理）

古紙類は、直接民間の中間処理施設に搬入

14,501

公債費 17,066 18,604 △ 1,538

内
　
訳

事業費 556,576 542,075 国県支出金 0

一般財源 1,330,586 1,360,582 △ 29,996総 事 業 費 1,338,262 1,365,896 △ 27,634

分別排出された家庭系一般ごみの収集

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度 比較

施策目標 ０２　ごみを適切に処理します。

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０２　省資源・リサイクル

所管部・課 美化推進部　美化業務課 作成者 参事　仲下　道則

事業別行政サービス成果表

事業名 分別収集事業 決算書頁 272

地方債 2,900 2,900職員人件費 764,620 805,217 △ 40,597

特定財源（都市計画税） 0

2

燃やすごみ、プラスチック製容器包装、ペットボトル、燃やさないごみ、
有害ごみ、ビン、カン、大型ごみ、紙・布

　平成２１年度より市内のごみ収集は、燃やすごみ、プラスチック製容器包装、ペットボトル、
燃やさないごみ、有害ごみ、ビン、カン、大型ごみ、紙・布の９種１４分別に変更し、ステーション方式により行った。

83 △ 4 特定財源（その他）

11 9

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市民

参考
4,776 5,314 △ 538

再任用職員数（人）

職員数（人） 79

<細事業１> 分別収集事業 細事業事業費 556,576

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 市民

（３）概要

　燃やすごみは、直営、委託の併用で週２回収集を行い、プラスチック製容器包装、ペットボトルは直営、委託の併用
で週１回収集を行い、大型ごみ、燃やさないごみ、有害ごみは直営、ビン、カン、紙・布は委託で月２回の収集を行っ
た。
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５．事業の成果

＜収集状況＞

　燃やすごみ収集状況　（単位：ｔ） 　燃やさないごみ収集状況（単位：ｔ）

　有害ごみ収集状況　（単位：ｔ）

　プラスチック収集状況　（単位：ｔ）

　ビン収集状況　（単位：ｔ）

　ペットボトル収集状況　（単位：ｔ） 　カン収集状況　（単位：ｔ）

　紙・布収集状況　（単位：ｔ）

　大型ごみ収集状況　（単位：ｔ）

年度別ごみ収集量

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

324.5 312.8 289.1

13,276.8

11,567.4

24,844.2

項　目

668.4 713.4 746.6

項　目２３年度２２度２１年度 ２１年度 ２２度 ２３年度

項　目

直　営

項　目

直　営

２１年度 ２２度 ２３年度

1,061.2 952.8 903.4

委　託

計

直　営 直　営13,676.4

11,781.5

25,457.9

13,335.6

11,558.8

24,894.4

２１年度 ２２度 ２３年度

51.0 48.9 41.7

計 委　託

委　託 項　目909.6 840.2 796.1

1,970.8

項　目 項　目２１年度 ２２度 ２３年度

委　託

計

直　営 委　託79.9 105.2 97.3

２１年度 ２２度

２３年度

1,139.4 1,139.6 1,129.6

２３年度

90.1 84.4 77.6

170.0 189.6 174.9

２１年度 ２２度

1,793.0 1,699.5

２１年度 ２２度 ２３年度

2,694.02,964.3 2,831.9

２１年度 ２２度 ２３年度

項　目

委　託

2,468.5 2,646.1 2,523.8

ごみ収集の円滑な実施に向け新分別区分の定着のため更なる啓発の実施。

新しい収集区分については、今後とも広報を行ない、市民のみ
なさんに理解と協力を求めていく必要がある。

市民実感調査ではごみ収集・処分に対する満足度の目標値を
上回る評価をいただいているが、今後とも引き続き、新しい収集
区分について広報を行い、市民のみなさんに理解と協力を求めて
いく必要がある。

自己評価

評価者
担当部長

A
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

項　目

直　営

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

37,852.9 36,374.2 34,601.1

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

34,569.7 34,757.1

（単位：ｔ）

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

－298－



１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

管理公園数(児童遊園地含む)

管理公園面積(㎡)

課長　須佐美 秀行

誰もが安全で安心して公園施設が利用できるよう施設整備を行う

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 財源 ２３年度 ２２年度

事業別行政サービス成果表

事業名 公園改良事業 決算書頁 336

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０３　公園・みどり

所管部・課 都市整備部　公園緑地課 作成者

比較

総 事 業 費 62,214 18,377 43,837 一般財源 19,903 10,506 9,397

14,544

職員人件費 9,168 9,268 △ 100 地方債

0 特定財源（都市計画税） 14,544

21,821

0
内
　
訳

事業費 53,046 9,109 43,937

公債費

国県支出金 27,767 5,946

0

1 1 0 特定財源（その他）

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市内の公園・児童遊園地

参考
1,925 △ 1,925

再任用職員数（人）

職員数（人）

<細事業１> 市内全般公園改良事業 細事業事業費 53,046

施策目標 ０１　公園を利用しやすくします。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 公園・児童遊園地　280箇所　697,749㎡

（３）概要

269 274 274 277

H19 H20 H21 H22

696,283

H23

280

697,749694,143 695,516 695,516
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５．事業の成果

誰もが安全で安心して公園施設が利用できるよう、遊具撤去後の３公園で遊具の新設を実施した。

新設遊具設置数

撤去遊具数

ぶらんこ2基、すべり台1基の設置を行った。また、公園遊具の安全を確保するために、専門技術者により

遊具点検を実施し、危険度の高い劣化した遊具1基を撤去した。

きめ細やかな交付金を活用し、天王宮児童遊園地の整備、ドラゴンランドの改良工事、清和台中央公園の防球ネット整備、

下加茂公園の樹木伐採を行った。

天王宮児童遊園地 ドラゴンランド 清和台中央公園

大和第３公園 東池公園 東多田コモヲ公園

すべり台 ぶらんこ ぶらんこ

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

公園改良事業として危険度の高い施設からの改良を優先し、安
全な公園を目標に整備を行ってきた。しかし、設置からの20年以
上経過している公園が60％を超えている状況では改良を進めて
いくにも年月がかかる状況にあるが、計画的に進めることが必要
である。

公園改良事業としての重点を、遊具撤去後の公園に遊具を新設
することとし、出来るだけ早く以前にあった遊具数に戻すよう努め
たが、実現していない。公園施設長寿命化計画の策定を行い、計
画的に公園施設の改築・更新を行ない、安全で誰もが安心して公
園が利用できる環境整備を行う必要がある。

遊具の安全確保に重点を置いており、撤去遊具の回復を図っているが、半数の回復となって
いる。今後も、公園利用との調整を図りながら実施する必要がある。

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

10

H23

3

1

H19 H20 H21 H22

6 16 76

84 17 19 1
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

事業費(千円)

管理公園数(児童遊園地含む)

管理公園面積(㎡)

細事業事業費 154,054

施策目標 ０１　公園を利用しやすくします。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 公園・児童遊園地　280箇所　697,749㎡

（３）概要

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市内の公園・児童遊園地

参考
2,288 3,355 △ 1,067

再任用職員数（人）

<細事業１> 公園維持管理事業

職員数（人） 3 3 0 特定財源（その他）

1 1 0

76,340

特定財源（都市計画税） 48,521

地方債 76,340

20,453 28,068

国県支出金 13 13,214 △ 13,201△ 10,439

公債費 148,142 29,679 118,463

職員人件費 31,172 31,801 △ 629
内
　
訳

事業費 154,054 164,493

一般財源 206,206 188,951 17,255総 事 業 費 333,368 225,973 107,395

課長　須佐美 秀行

公園が安全で安心して利用できるよう適正な維持管理を図る

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 都市整備部　公園緑地課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

事業別行政サービス成果表

事業名 公園維持管理事業 決算書頁 336

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０３　公園・みどり

159,354 144,545 158,101 164,493

H19 H20 H21 H22

269 274 274 277

694,143 695,516 695,516 696,283

H23

154,054

280

697,749
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５．事業の成果

公園・児童遊園地は、年3回の除草を実施した。( 除草433,045㎡ 　寄植剪定38,094㎡　中高木剪定884本　中高木伐採10本)

遊具設置から3年以上経過している205公園、500基の遊具点検を専門技術者により実施した。

遊具点検結果を基に危険度の高い35遊具の修繕を実施した。

公園遊具点検結果

所管公園数

点検公園数

点検遊具数

遊具修繕・撤去必要公園数

撤去必要遊具数

修繕必要遊具数

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

H23H19 H20 H21 H22

215 205 203 198

269 274 274 277

135 146 257 175

787 722 736 485

0

現状では修繕が必要ない遊具数 517 466 302 175

84 68 76 1

280

205

500

74

公園管理協力団体による活動の様子

　専門技術者による遊具点検を実施した結果、修繕が必要な遊具
が全体で319基となり、24年度以降にも修繕が必要な遊具があ
る。このため公園施設長寿命化計画の策定を行い、計画的に公
園施設の修繕・更新を行ない、安全で誰もが安心して公園が利用
できる環境整備を行う必要がある。公園除草、剪定については、
一部地域住民の協力が得られており、市管理作業と整合を図り、
より効率的に公園管理が行える役割分担を含めた調整を行なうこ
とが必要である。

施設設置、修繕、剪定等の要望を受けているが、行政だけでの公園管理は限界があるため、
地域住民と一体となり管理運営できる体制を検討する必要がある。

319

181

　専門技術者による遊具点検を実施した結果、修繕が必要な遊具
が全体で319基となり、24年度以降にも修繕が必要な遊具がある
ため、計画的に修繕を実施していく。公園除草、剪定については、
一部地域住民の協力が得られており、市管理作業と整合を図り、
より効率的に公園管理が行える役割分担を含めた調整を行うこと
が必要である。

186 188 358 309
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

ＪＲ川西池田駅前花時計、市公共施設での草花交換等の事業を川西市緑化協会に委託した。

また、川西市緑化協会が行う植木の剪定や寄せ植えの講習会、市内フラワーグループへの資材提供の補助を行った。

ＪＲ川西池田駅前花時計 ハーブの寄せ植え講習会 シャンテ花倶楽部

平成１３年度に山形県川西町から友好親善の一環として贈られたダリヤを活かし、黒川地域で

黒川ダリヤ園を開設した。

平成２３年９月１６日から１１月３日までの黒川ダリヤ園入場者数は、１７，０７０ 人であった。

黒川ダリヤ園　黒川字落合３８９番地

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 黒川ダリヤ園入場者数　　17,070人

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地）

（３）概要

6,390ダリヤ育成事業〈細事業２〉 細事業事業費

<細事業１> 細事業事業費緑化協会支援事業

（３）概要

△ 15

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 緑化協会

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 緑化協会会員及び市民

12,143

再任用職員数（人） 0

内
　
訳

事業費

公債費

職員人件費

0 特定財源（その他） 871 886
参考

職員数（人） 2 2

19,687

特定財源（都市計画税） 0

18,336 18,536

△ 1,154 国県支出金

△ 200

0

18,533

△ 1,339

0

地方債 0

△ 1,354 一般財源 35,998 37,337

施策目標

総 事 業 費 36,869 38,223

財源 ２３年度 ２２年度

０２　まちなかの緑を育てます。

比較

０３　公園・みどり分　野 施　策

都市整備部　公園緑地課 作成者

０３　環境共生

所管部・課

比較

緑化推進母体として公共施設、民有地の緑化を行う川西市緑化協会への業務委託及び運営補助を行う

事業別行政サービス成果表

事業名 緑化推進事業 決算書頁 302

事業コスト ２３年度 ２２年度

課長　須佐美 秀行
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５．事業の成果

市公共施設での草花交換等の事業として、ＪＲ川西池田駅前花時計草花交換業務（年４回）、

平野駅前草花交換（年２回）、畦野駅前草花交換（年２回）、阪急能勢口駅前バスロータリー草花交換（年３回）

実施した。

フラワーベース花苗交換として、中央交番前、阪急南デッキ、ＪＲから阪急デッキ、畦野駅前で

５５基で年２回交換を実施した。

緑化協会支援事業では、各種講習会を開催し、また、春と秋には緑のフェアを開催し、緑化の推進と啓発に

努めた。

緑化協会主催講習会参加者数

緑化協会主催コンクール出展件数

緑化協会会員数

ダリヤ育成事業では、黒川ダリヤ園に昨年同様、来場者が快適に見学できるよう休息テントや簡易トイレを

設置。また、パンフレットを配布、ポスターを公共施設や公共交通機関等に掲示するとともに広報誌への

掲載をするなどダリヤ園のＰＲに努めた。

ダリヤ園入場者数

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

178

915 925 790

入場者数 10,077 11,297 17,140 11,730

H20 H21 H22 H23

緑化推進事業における市花リンドウの育成普及について、市民
の協力を得ながら、自生種のリンドウの保存育成に努めていく。
緑化協会会員は減少傾向にあるが、市民の花と緑に対する関心
も依然高く、緑化思想の普及に協力していただける会員の募集に
努める。

緑化推進事業における市花リンドウの育成普及について、市民
の協力を得ながら、自生種のリンドウの保存育成に努めていく。
緑化協会会員は減少傾向にあるが、市民の花と緑に対する関心
も依然高く、緑化思想の普及に協力していただける会員の募集に
努める。ダリヤ育成事業における黒川ダリヤ園は、育成から自主
自立に向けた取り組みを進めていくことが必要である。

リンドウコンクール作品

JRから阪急デッキ

(単位:人)

(単位:品)

(単位:人)

(単位:人)

市花リンドウの保存育成における自生種のリンドウの育成に取り組むことが必要である。ダリ
ヤ育成事業における黒川ダリヤ園は、自主自立に向けた取り組みが必要である。

H19

H19 H20 H21 H22

H23

49

H23

766

H22

出展件数 137 118 20 24

H19 H20 H21

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

会員数 987

H23

17,070

H19 H20 H21 H22

有効性の視点から効率性の視点から妥当性の視点から

自己評価

評価者
担当部長

B
9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

参加者数 20021985125
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１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

 事業費(千円)

 市全体中高木(本)

 市全体低木(㎡) 29,306 29,306

H19 H20 H21 H22

37,648

H23

46,988

10,480

29,922

道路交通の安全確保を図ると共に街路樹の維持管理を図る

２３年度 ２２年度

10,067 10,261 10,396 10,396

27,699 28,911

所管部・課 都市整備部　公園緑地課 作成者 課長　須佐美 秀行

０３　公園・みどり

事業別行政サービス成果表

事業名 街路樹維持管理事業 決算書頁 312

38,860 45,200 46,313

分　野 ０３　環境共生 施　策

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較 比較

総 事 業 費 65,324 64,849 475 一般財源 65,324 62,905 2,419

財源

675

公債費 0

職員人件費 18,336 18,536 △ 200
内
　
訳

事業費 46,988 46,313

0

特定財源（都市計画税） 0

地方債

国県支出金 1,944 △ 1,944

0

職員数（人） 2 2 0 特定財源（その他）

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市内全域の街路樹

参考
0

再任用職員数（人）

<細事業１> 街路樹維持管理事業 細事業事業費 46,988

施策目標 ０２　まちなかの緑を育てます。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 中高木　10,480本　低木　29,922㎡

（３）概要
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５．事業の成果

道路交通の安全確保を図るため、中高木の剪定を2,801本、寄植剪定を20,910㎡、除草を61,510㎡を実施した。

中高木の剪定　(本)

寄植剪定　　　　(㎡)

　 除　　草　　　　　(㎡)

けやき坂地区 小花地区 小戸地区

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

22,533 25,224 22,697 22,834

2,387 2,106 3,017 2,782

H23

2,801

20,910

61,51035,299 39,435 33,494 64,623

　強剪定をさけ、樹木にあったサイクルでの剪定に努める。 年々街路樹が成長しているため、安全を確保するための剪定が
増加している。また、歩行者、沿道住民の高齢化に伴い安全に対
しての要望がきめ細かくなっている。特に、沿道住民の高齢化で、
今まで個人で実施していた落葉の清掃、除草等ができなくなって
いる状況がある。今後は、地域と管理者との協議を踏まえて管理
体制を検討する必要がある。

H19 H20 H21 H22

年間160件の要望を受けているが、現在の樹木管理方法では樹木特性にあった剪定サイク
ルを実施できないため、管理方法、植栽位置も含めて検討が必要である。

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C

－306－



１．事業名等

２．事業の目的

３．コスト情報 （単位:千円）

４．事業目的達成のための手段 （単位:千円）

事業費(千円)

市全体緑地箇所数

市全体緑地面積(㎡)

13,044 13,448

H19 H20 H21 H22

829,984 891,077 891,160 891,160

88 90 91 91

H23

14,997

91

891,160

課長　須佐美 秀行

緑地の保全・育成を図る

２３年度 ２２年度 比較財源

所管部・課 都市整備部　公園緑地課 作成者

事業コスト ２３年度 ２２年度 比較

事業別行政サービス成果表

事業名 緑地維持管理事業 決算書頁 338

分　野 ０３　環境共生 施　策 ０３　公園・みどり

0

特定財源（都市計画税）

25,000 14,765

国県支出金 338 279 59232

公債費 0

内
　
訳

事業費 14,997 14,765

一般財源 32,995 33,022 △ 27総 事 業 費 33,333 33,301 32

0

職員数（人） 2 2 0 特定財源（その他）

0

職員人件費 18,336 18,536 △ 200 地方債

（１）対象者（建設事業の場合は施設名及び所在地） 市内全域の緑地

参考
0

再任用職員数（人）

<細事業１> 緑地維持管理事業 細事業事業費 14,997

施策目標 ０２　まちなかの緑を育てます。

（２）対象者数（建設事業の場合は面積・延長等） 91箇所　891,160㎡

（３）概要
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５．事業の成果

隣接宅地への越境、倒木による被害防止等のため剪定、伐採、除草を実施した。

中高木剪定32本、伐採57本、寄植剪定2,535㎡、除草53,347㎡ 

　中高木剪定　(本)

　伐　　採　　　(本)

　寄植剪定　　(㎡)

　除　　草　　　(㎡)

６．事業の評価（この評価は、各細事業の個別課題を抽出して行ったものです。）

適正である(3点) 適正である(3点) 適正である(3点)

検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点) 検討余地あり(2点)

改善すべき(1点) 改善すべき(1点) 改善すべき(1点)

【「検討余地あり」・「改善すべき」と評価した点】

７．担当部長が考える今後の方向性、見通し等 拡充 継続 縮小

年間の要望が200件近くあり、要望がある前の維持管理ができていないので、実施方法につ
いて、検討を必要とする。

開発に伴う管理引き継ぎが見込まれるため、年々除草を実施す
る箇所が増加する。住宅に隣接している一部のみ除草を実施して
いる現状であり、高齢化にともない今まで隣接宅地の所有者が実
施していた緑地の除草が困難になってきている。現在、年に1回で
緑地面積の7％しか除草を実施できないため、今後増加する範囲
には対応が困難になっている。

115 137 96 121

11 21 27 63

2,920 2,944

60,510 60,434 60,969 60,895

清和台東２緑地

地域と緑地のあり方と、管理・整備基準について話し合い、計画
策定を行い、優先順位を付けて実施できる仕組みづくりを行う必
要がある。

32

57

2,535

53,347

3,060 3,024

清和台東７緑地

H19 H20 H21 H22 H23

自己評価

評価者
担当部長

B
妥当性の視点から 効率性の視点から 有効性の視点から

　当該年度の事業全体の課題や、評価を踏まえた改善方策
などについて

　第４次総合計画期間の総括として、施策目標の達成に
向けた寄与度や課題、今後の方向性について

9・8点：A
7・6点：B

5～3点：C
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